
資料１ 

おだわら成年後見制度利用促進指針（素案）に対する市民意見の募集結果について 

 

１ 意見募集の概要 

政策等の題名 おだわら成年後見制度利用促進指針（素案） 

政策等の案の公表の日 令和２年 12 月 15 日（火） 

意見提出期間 令和２年 12 月 15 日（火）から令和３年１月 13日（水）まで 

市民への周知方法 意見募集要項の配布（市内公共施設、ホームページ等） 

 

２ 結果の概要 

提出された意見は、次のとおりです。 

意見数（意見提出者数） 13 件（４人） 

 インターネット ５件（３人） 

ファクス ０件（０人） 

郵送 ０件（０人） 

直接持参 ８件（１人） 

 

無効な意見提出 ０件（０人） 

 

３ 提出意見の内容 

市民意見の募集で提出された意見の内容とそれに対する市の考え方は、次のとおりです。 

〈総括表〉 

区分 意見の考慮の結果 件数 

Ａ 意見を踏まえ、政策等に反映したもの ３件 

Ｂ 意見の趣旨が既に政策等に反映されているもの ６件 

Ｃ 今後検討のために参考とするもの ２件 

Ｄ その他 ２件 

  



〈具体的な内容〉 

(１)指針全体に関すること 

 意見の内容（要旨） 区分 市の考え方（政策案との差異を含む） 

１ 指針の中に「後見人等」という単

語が出てきているが、単語の定

義がされておらず、対象がわか

らない。 

Ａ 「後見人等」という単語について定義し

ます。 

 

２ 人口の推移について、小田原市

まち・ひと・しごと創生人口ビジ

ョンにて定めた小田原市の将来

人口の推計は使わないのか。 

Ｄ 対象とする人と関連の深い高齢者福祉

介護計画の人口推計を使用しています。 

３ 

 

成年後見制度利用を推進するに

あたり、具体的な目標値や指標

を定める必要がある。指針の性

格から、具体的な数値を明記す

ることが困難であれば、他に事

業計画や行動計画などを策定し

て、進捗状況の確認や重点的に

取り組む事業が明確になると思

う。 

Ｄ 本指針は、成年後見制度の利用促進に向

けた取組を推進、検討していく上で、柱

となる考え方、将来にわたって進むべき

方向性を示すものであるため、目標値や

指標を定めていません。 

具体的な目標値等については、関連する

地域福祉計画や高齢者福祉介護計画、障

がい者基本計画に位置づけていきます。 

 

(２)制度の利用促進に向けた取組に関すること 

 意見の内容（要旨） 区分 市の考え方（政策案との差異を含む） 

１ 制度の利用の必要な方を地域資

源とつなげていくためにも、地

域のボランティア活動団体「き

ずなチーム」を活かしてはどう

か。 

Ａ 制度の利用が必要な方を必要な支援に

結びつけるためには、きずなチームをは

じめとしたボランティア団体の見守り

体制は重要な要素であることから、地域

の支援者の一例としてボランティア団

体等を追記します。 

２ 

 

一般市民の関心や理解が深まっ

ていない要因として、福祉関連

事業所の制度理解不足が原因し

ていると思われるため、福祉関

連事業所向けの職員研修等に尽

力した方が、普及啓発をより効

果的に行えるのではないか。 

Ｂ 介護や障がい福祉分野の事業所など、関

係機関の職員からも成年後見制度を十

分に理解できていないといった声があ

ります。関係機関の職員向けの講演会や

研修会等を開催するなど、対象者別に制

度の周知を行っていきます。 



３ 相談窓口を整備するだけではな

く、専門的、個別的な相談にも対

処できるよう、相談を受ける者

についても専門的知識を有する

必要があると思われる。 

Ｂ 中核機関の相談体制として、対象者の抱

えている課題の専門性に対応できるよ

う、法律や福祉の専門職と連携して多角

的に支援ができる体制を構築します。 

４ アウトリーチ活動を行うこと

で、利便性を図ることも大いに

進めていくべきである。また、活

動では専門家と協働したチーム

作りが必要と思う。 

Ｂ 自発的に窓口で相談することが難しい

人に対しては、地域の支援者や関係機関

等と連携して、成年後見制度を必要とす

る人を把握し、円滑な支援に結びつけら

れるよう、訪問による相談支援について

検討します。 

また、対象者の抱えている課題の専門性

に対応できるよう、法律専門職等と連携

した相談体制を構築します。 

５ 障がいの程度が軽度の方々にも

成年後見制度を利用するメリッ

トをもっと広め、利用促進をし

ていくべきと考える。障がいの

程度が重度の方のみではなく、

軽度の方々の権利擁護も推進し

てほしい。 

障がいの程度が軽度の方々は悪

徳商法や詐欺に遭うリスクが非

常に高いと感じているため、関

係機関に警察や消費生活センタ

ーを交え、スムーズな対応や予

防策の協力を仰いではいかがと

思う。 

Ａ 障がいの程度が軽度の場合、社会生活上

の大きな支障が生じない限り、なかなか

成年後見制度の利用に至らないといっ

た現状があります。本人の意思がより尊

重されやすい、保佐・補助類型や任意後

見制度を含め、本人のニーズに合った早

期からの支援が行われるよう普及啓発

を行っていきます。 

また、悪徳商法などの被害に遭うリスク

に対応していくため、地域連携ネットワ

ークの関係機関の中に警察や消費生活

センターを追記します。 

６ 地域連携ネットワークの図を見

ると、その中核機関を支えるバ

ックボーンが見えない。制度の

利用促進に関して、様々な事業

を展開していく必要があり、そ

の事業の進捗状況の把握や強化

など司令塔的な機関の存在が必

要になってくるのではないか。 

Ｂ 基本理念の実現に向け、成年後見制度の

利用促進に向けた取組状況や地域連携

ネットワークのあり方等について調査

審議する「（仮称）成年後見制度利用促

進審議会」を設置し、中核機関と相互に

連携を図りながら、利用促進に取り組み

ます。 

７ 市民後見人は県内他市の状況を

みても、後見人の担い手として

Ｃ 市民後見人の養成は、単に後見人等の担

い手の確保として位置づけるだけでは



大きく期待するものではない。

専門職への協力要請に力を注い

だ方が得策ではないか。 

また、市民後見人の支援の観点

から、組織化の必要性を感じる。

指針の「市民後見人バンク」では

なく、積極的にＮＰＯ法人化を

勧めるなど、組織・体制を強固に

し、相互支援とともに、相互監視

も行うとよいのではないか。 

なく、養成を通じて成年後見制度につい

ての理解を深め、市民の共助の精神を醸

成し、安心して暮らし続けることができ

る地域共生社会の実現を目指して行う

ものです。 

また、市民後見人を養成したことをもっ

て終了とするのではなく、資質の維持・

向上のため技術的な助言や相談、研修な

ど、継続的な支援を行います。 

組織化については、今後の参考とさせて

いただきます。 

８ 市民後見人をどのように活用す

るかは課題であり、私見では、専

門職後見人のお手伝いとなるこ

とが理想と思う。 

Ｃ 今後の市民後見人の養成の参考とさせ

ていただきます。 

９ 中核機関にはマッチング機能が

求められている。メンバーには

民生委員や地域包括支援センタ

ー、相談支援専門員等が欠かせ

ない。本人の身上保護の面を重

視し、個々の状況に合わせた後

見人等を判断することも中核機

関の役割の一つであり、そのた

めには、上記の方々の関わりが

必要である。 

Ｂ 中核機関の機能としてマッチング機能

は重要であると考えています。そのた

め、本指針Ｐ23第５節の主な取組②「適

切な後見人等候補者を推薦するための

仕組みづくり」として記載しています。 

具体的なメンバーの構成については、今

後検討します。 

10 不正に関しては、後見人等の孤

立が大きな要因と思われるの

で、地域連携チームでの活動を

通じて制度利用後も利用者を見

守る必要がある。また、相互協

力、相互監視が必要であり、金融

機関の協力や意見聴取も適時行

ってもよいのではないか。 

Ｂ 後見人等が孤立しないよう、中核機関に

よる相談・支援をはじめ地域連携ネット

ワークや「チーム」での見守り体制を構

築します。 

 

 


